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奈良市附属機関設置条例 新旧対照表 

 

 現行 改正案 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 附 属 機

関 の 属

す る 執

行 機 関

等 

附属機関 担任する事務 

  附 属 機

関 の 属

す る 執

行 機 関

等 

附属機関 担任する事務 

 

 市長 略 略   市長 略 略  

     奈良市本庁舎

耐震化整備検

討委員会 

市の本庁舎の耐震化整備に係る基本方針の策

定についての調査審議及び答申に関する事務 

 

 略 略 略   略 略 略  
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議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 新旧対照表 
 

現行 改正案 

附 則 附 則 

（他の法令による給付との調整） （他の法令による給付との調整） 

第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となつた障害又は死亡につい

て次の表の左欄に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法

律による年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定

にかかわらず、この条例の規定（第14条の２を除く。）による年金たる補

償の年額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる補償の種類に応じ同表の中

欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗

じて得た額（その額が当該年金たる補償の年額から当該補償の事由となつ

た障害又は死亡について支給される同表の中欄に掲げる当該法律による年

金たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場合には、当該残額）と

し、これらの額に50円未満の端数があるときは、これを切り捨て、50円以

上100円未満の端数があるときは、これを100円に切り上げるものとする。 

第５条 年金たる補償の額は、当該補償の事由となつた障害又は死亡につい

て次の表の左欄に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法

律による年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定

にかかわらず、この条例の規定（第14条の２を除く。）による年金たる補

償の年額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる補償の種類に応じ同表の中

欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗

じて得た額（その額が当該年金たる補償の年額から当該補償の事由となつ

た障害又は死亡について支給される同表の中欄に掲げる当該法律による年

金たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場合には、当該残額）と

し、これらの額に50円未満の端数があるときは、これを切り捨て、50円以

上100円未満の端数があるときは、これを100円に切り上げるものとする。 

 １ 傷病補償

年金 

(１) 略 略   １ 傷病補償

年金 

 

(１) 略 略  

 (２) 障害厚生年金等（当該補償の事由とな

つた障害について障害基礎年金が支給さ

れる場合を除く。） 

0.86   (２) 障害厚生年金等（当該補償の事由とな

つた障害について障害基礎年金が支給さ

れる場合を除く。） 

0.88  

 (３)～(６) 略 略   (３)～(６) 略 略  

 ２・３ 略 略 略   ２・３ 略 略 略  

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による

年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる法律に

よる年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（そ

の額がこの条例の規定による休業補償の額から同一の事由について支給さ

れる当該年金たる給付の額の合計額を365で除して得た額を控除した残額

を下回る場合には、当該残額）とする。 

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による

年金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる法律に

よる年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（そ

の額がこの条例の規定による休業補償の額から同一の事由について支給さ

れる当該年金たる給付の額の合計額を365で除して得た額を控除した残額

を下回る場合には、当該残額）とする。 
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 １ 略 略   １ 略 略  

 ２ 障害厚生年金等（当該補償の事由となつた障害につ

いて障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

0.86   ２ 障害厚生年金等（当該補償の事由となつた障害につ

いて障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

0.88  

 ３～６ 略 略   ３～６ 略 略  

  



議案番号 ７３ 

3/4  

 

奈良市消防団員等公務災害補償条例 新旧対照表 
 

 現行 改正案 

附 則 附 則 

（他の法律による給付との調整） （他の法律による給付との調整） 

第５条 略 第５条 略 

２ 年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償の

事由となつた障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補

償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受け

る場合（前項に規定する場合を除く。）には、当分の間、この条例の規定

にかかわらず、この条例の規定（第19条の２を除く。）による年金たる損

害補償の額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる損害補償の種類に応じ同

表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる

率を乗じて得た額（その額が当該年金たる損害補償の額から当該年金たる

損害補償の事由となつた障害又は死亡について支給される同表の中欄に掲

げる当該法律による年金たる給付の額を控除した残額を下回る場合には、

当該残額）を支給し、その額に50円未満の端数があるときは、これを切り

捨て、50円以上100円未満の端数があるときは、これを100円に切り上げる。 

２ 年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償の

事由となつた障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補

償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受け

る場合（前項に規定する場合を除く。）には、当分の間、この条例の規定

にかかわらず、この条例の規定（第19条の２を除く。）による年金たる損

害補償の額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる損害補償の種類に応じ同

表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる

率を乗じて得た額（その額が当該年金たる損害補償の額から当該年金たる

損害補償の事由となつた障害又は死亡について支給される同表の中欄に掲

げる当該法律による年金たる給付の額を控除した残額を下回る場合には、

当該残額）を支給し、その額に50円未満の端数があるときは、これを切り

捨て、50円以上100円未満の端数があるときは、これを100円に切り上げる。 

 １ 傷病補

償年金（第

18 条の２

に規定す

る公務上

の災害に

係るもの

を除く。） 

(１) 障害厚生年金等 0.86   １ 傷病補

償年金（第

18 条の２

に規定す

る公務上

の災害に

係るもの

を除く。） 

(１) 障害厚生年金等 0.88  

 (２) 略 略   (２) 略 略  

 ２ 傷病補

償年金（第 

(１) 障害厚生年金等 0.91 

（第１級又 

  ２ 傷病補

償年金（第 

(１) 障害厚生年金等 0.92 

（第１級  
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 現行 改正案 

 18 条の２

に規定す

る公務上

の災害に

係るもの

に限る。） 

 は第２級の

傷病等級に

該当する障

害に係る傷

病補償年金

にあつては、

0.90） 

  18 条の２

に規定す

る公務上

の災害に

係るもの

に限る。） 

      の

傷病等級に

該当する障

害に係る傷

病補償年金

にあつては、

0.91） 

 

 (２) 略 略   (２) 略 略  

 ３～６ 略 略 略   ３～６ 略 略 略  

３・４ 略 ３・４ 略 

５ 休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について次の表の左欄

に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第

８条の規定にかかわらず、同条の規定による休業補償の額に、同表の左欄

に掲げる当該法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率

を乗じて得た額（その額が当該休業補償の額から同一の事由について支給

される当該法律による年金たる給付の額（当該法律による年金たる給付の

数が２である場合にあつては、その合計額）を365で除して得た額を控除し

た残額を下回る場合には、当該残額）を支給する。 

５ 休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について次の表の左欄

に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第

８条の規定にかかわらず、同条の規定による休業補償の額に、同表の左欄

に掲げる当該法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率

を乗じて得た額（その額が当該休業補償の額から同一の事由について支給

される当該法律による年金たる給付の額（当該法律による年金たる給付の

数が２である場合にあつては、その合計額）を365で除して得た額を控除し

た残額を下回る場合には、当該残額）を支給する。 

 略 略   略 略  

 障害厚生年金等（当該損害補償の事由となつた障害につ

いて障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

0.86   障害厚生年金等（当該損害補償の事由となつた障害につ

いて障害基礎年金が支給される場合を除く。） 

0.88  

 略 略   略 略  

６・７ 略 ６・７ 略 
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奈良市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

 

 現行 改正案 

（職員） （職員） 

第11条 略 第11条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校       、

高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

(４) 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、

高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者 

(５)～(９) 略 (５)～(９) 略 

４・５ 略 ４・５ 略 
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奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例 新旧対照表 

 

 現行 改正案 

目次 目次 

第１章～第７章 略 第１章～第７章 略 

第８章 自立訓練（機能訓練） 第８章 自立訓練（機能訓練） 

第１節～第４節 略 第１節～第４節 略 

第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第151条・第152条） 第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第151条―第152条） 

第９章 自立訓練（生活訓練） 第９章 自立訓練（生活訓練） 

第１節～第４節 略 第１節～第４節 略 

第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第160条・第161条） 第５節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第160条―第161条） 

第10章～第16章 略 第10章～第16章 略 

附則 附則 

（基準該当生活介護の基準） （基準該当生活介護の基準） 

第97条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービス（第206条に規定する特定

基準該当生活介護を除く。以下この節において「基準該当生活介護」とい

う。）の事業を行う者（以下この節において「基準該当生活介護事業者」

という。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

第97条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービス（第206条に規定する特定

基準該当生活介護を除く。以下この節において「基準該当生活介護」とい

う。）の事業を行う者（以下この節において「基準該当生活介護事業者」

という。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

(１) 指定通所介護事業者（奈良市指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営の基準等に関する条例（平成25年奈良市条例第21号。以下「指

定居宅サービス等基準条例」という。）第101条第１項に規定する指定通

所介護事業者をいう。以下同じ。）であって                 

                                  

                                  

                                  

                               、

地域において生活介護が提供されていないこと等により生活介護を受け

ることが困難な障害者に対して指定通所介護（指定居宅サービス等基準

条例第100条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）を         

(１) 指定通所介護事業者（奈良市指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営の基準等に関する条例（平成25年奈良市条例第21号。以下「指

定居宅サービス等基準条例」という。）第101条第１項に規定する指定通

所介護事業者をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業者（奈良市指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成25年奈良市条例第23号。以下「指定地域密着型サービス基準条

例」という。）第60条の３第１項に規定する指定地域密着型通所介護事

業者をいう。）（以下「指定通所介護事業者等」という。）であって、

地域において生活介護が提供されていないこと等により生活介護を受け

ることが困難な障害者に対して指定通所介護（指定居宅サービス等基準

条例第100条に規定する指定通所介護をいう。）又は指定地域密着型通所
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                              提供

するものであること。 

介護（指定地域密着型サービス基準条例第60条の２に規定する指定地域

密着型通所介護をいう。）（以下「指定通所介護等」という。）を提供

するものであること。 

(２) 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第101条第１項に

規定する指定通所介護事業所をいう。以下同じ。）の食堂           

                                  

                                  

         及び機能訓練室（指定居宅サービス等基準条例第103 

条第２項第１号                           

   に規定する食堂及び機能訓練室をいう。以下同じ。）の面積を、

指定通所介護の 利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(２) 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第101条第１項に

規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域密着型通所介護事

業所（指定地域密着型サービス基準条例第60条の３第１項に規定する指

定地域密着型通所介護事業所をいう。）（以下「指定通所介護事業所等」

という。）の食堂及び機能訓練室（指定居宅サービス等基準条例第103

条第２項第１号又は指定地域密着型サービス基準条例第60条の５第２項

第１号に規定する食堂及び機能訓練室をいう。以下同じ。）の面積を、

指定通所介護等の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(３) 指定通所介護事業所 の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所 

 が提供する指定通所介護の 利用者の数を指定通所介護の 利用者及

び基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計数であるとした場合にお

ける当該指定通所介護事業所 として必要とされる数以上であること。 

(３) 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所

等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計数であるとした場合にお

ける当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

(４) 略 (４) 略 

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

第98条 次の各号に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業

者（奈良市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等

に関する条例（平成25年奈良市条例第23号。以下「指定地域密着型サービ

ス基準条例」という。）第83条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅

介護事業者をいう。第112条第１号において同じ。）又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第193条第１項に

規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。第112条第１号に

おいて同じ。）が地域において生活介護が提供されていないこと等により

生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定小規模多機能型居宅介

護（指定地域密着型サービス基準条例第82条に規定する指定小規模多機能

第98条 次   に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型サービス基準条例                  

                                   

           第83条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅

介護事業者をいう。以下        同じ。）又は指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第193条第１項に

規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下      

    同じ。）が地域において生活介護が提供されていないこと等により

生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定小規模多機能型居宅介

護（指定地域密着型サービス基準条例第82条に規定する指定小規模多機能
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型居宅介護をいう。第112条第１号において同じ。）又は指定看護小規模多

機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第192条に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護をいう。第112条第１号において同じ。）のう

ち通いサービス（指定地域密着型サービス基準条例第83条第１項又は第193

条第１項に規定する通いサービスをいう。以下同じ。）を提供する場合に

は、当該通いサービスを基準該当生活介護と、当該通いサービスを行う指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第83

条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例

第193条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）を基準

該当生活介護事業所とみなす。この場合において、前条の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等については、適用しない。 

型居宅介護をいう。以下        同じ。）又は指定看護小規模多

機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第192条に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護をいう。以下        同じ。）のう

ち通いサービス（指定地域密着型サービス基準条例第83条第１項又は第193

条第１項に規定する通いサービスをいう。以下同じ。）を提供する場合に

は、当該通いサービスを基準該当生活介護と、当該通いサービスを行う指

定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第83

条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例

第193条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）を基準

該当生活介護事業所とみなす。この場合において、前条の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等については、適用しない。 

(１) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準 

条例第83条第１項又は第193条第１項に規定する登録者をいう。     

  ）の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサ

ービス、                             

                                 

                     指定通所支援基準等条例

第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支

援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスと

みなされる通いサービス又は厚生労働省関係構造改革特別区域法第34条

に規定する政令等規制事業に係る省令の特例に関する措置を定める省令

（平成15年厚生労働省令第132号。以下「特区省令」という。）第４条第

１項の規定により自立訓練とみなされる通いサービスを利用するために

当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障

(１) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着型サービス基準

条例第83条第１項又は第193条第１項に規定する登録者をいう。以下同

じ。）の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサ

ービス、第151条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみな

される通いサービス若しくは第160条の２の規定により基準該当自立訓

練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準等条例

第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支

援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスと

みなされる通いサービス                      

                                 

                                 

                        を利用するために

当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障
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害児の数の合計数の上限をいう。以下この条において同じ。）を29人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準条例第83条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所をいう。以下同じ。）にあっては、18人）以下とすること。 

害児の数の合計数の上限をいう。以下この条において同じ。）を29人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準条例第83条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居

宅介護事業所をいう。以下同じ。）にあっては、18人）以下とすること。 

(２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、                               

                                 

                  指定通所支援基準等条例第62条

の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若し

くは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支援基準

等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなさ

れる通いサービス又は特区省令第４条第１項の規定により自立訓練とみ

なされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数の１日当

たりの上限をいう。以下       同じ。）を登録定員の２分の１

から15人（登録定員が25人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所

等にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）までの範囲

内とすること。 

(２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数とこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、第151条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされ

る通いサービス若しくは第160条の２の規定により基準該当自立訓練（生

活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準等条例第62条

の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若し

くは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支援基準

等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなさ

れる通いサービス                         

           を受ける障害者及び障害児の数の合計数の１日当

たりの上限をいう。以下この号において同じ。）を登録定員の２分の１

から15人（登録定員が25人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所

等にあっては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）までの範囲

内とすること。 

 登録定員 利用定員   登録定員 利用定員  

 略 略   略 略  

(３) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定地

域密着型サービス基準条例第87条第３項第１号又は第197条第３項第１

号に規定する居間及び食堂をいう。     ）は、機能を十分に発揮

し得る適当な広さを有すること。 

(３) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定地

域密着型サービス基準条例第87条第３項第１号又は第197条第３項第１

号に規定する居間及び食堂をいう。以下同じ。）は、機能を十分に発揮

し得る適当な広さを有すること。 

(４) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該 (４) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該
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指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者

数を通いサービスの利用者数及びこの条 の規定により基準該当生活介

護とみなされる通いサービス、                    

                                  

                               指定

通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において

準用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課

後等デイサービスとみなされる通いサービス又は特区省令第４条第１項

の規定により自立訓練とみなされる通いサービスを受ける障害者及び障

害児の数の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基

準条例第83条又は第193条に規定する基準を満たしていること。 

指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者

数を通いサービスの利用者数並びにこの条の規定により基準該当生活介

護とみなされる通いサービス、第151条の２の規定により基準該当自立訓

練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第160条の２の規定に

より基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定

通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において

準用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課

後等デイサービスとみなされる通いサービス              

                       を受ける障害者及び障

害児の数の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基

準条例第83条又は第193条に規定する基準を満たしていること。 

(５) 略  (５) 略  

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

第112条 短期入所に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節において

「基準該当短期入所」という。）の事業を行う者（以下この節において「基

準該当短期入所事業者」という。）が当該事業に関して満たすべき基準は、

次のとおりとする。 

第112条 短期入所に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節において

「基準該当短期入所」という。）の事業を行う者（以下この節において「基

準該当短期入所事業者」という。）が当該事業に関して満たすべき基準は、

次のとおりとする。 

(１) 指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者であって、第98条の規定により基準該当生活介護とみなさ

れる通いサービス、                        

                                  

                          指定通所支援基

準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通

いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指

定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサ

ービスとみなされる通いサービス又は特区省令第４条第１項の規定によ

り自立訓練とみなされる通いサービスを利用するために当該指定小規模

(１) 指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者であって、第98条の規定により基準該当生活介護とみなさ

れる通いサービス、第151条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓

練）とみなされる通いサービス若しくは第160条の２の規定により基準該

当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基

準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通

いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指

定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサ

ービスとみなされる通いサービス                  

                 を利用するために当該指定小規模
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多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児に対して指

定小規模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護のうち

宿泊サービス（指定地域密着型サービス基準条例第83条第５項又は第193

条第６項に規定する宿泊サービスをいう。以下この条において同じ。）

を提供するものであること。 

多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児に対して指

定小規模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護のうち

宿泊サービス（指定地域密着型サービス基準条例第83条第５項又は第193

条第６項に規定する宿泊サービスをいう。以下この条において同じ。）

を提供するものであること。 

(２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスを利用す

る者の数と基準該当短期入所の提供を受ける障害者及び障害児の数の合

計数の１日当たりの上限をいう。以下この条において同じ。）を通いサ

ービスの利用定員                         

                                   

                                    

                                   

                                   

                                     

                                    

                                   

                                  

                の３分の１から９人（サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、６人）までの範囲内とする

こと。 

(２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスを利用す

る者の数と基準該当短期入所の提供を受ける障害者及び障害児の数の合

計数の１日当たりの上限をいう。以下この条において同じ。）を通いサ

ービスの利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数と第98条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス、第151条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）

とみなされる通いサービス若しくは第160条の２の規定により基準該当

自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準

等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通い

サービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定

通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数

の１日当たりの上限をいう。）の３分の１から９人（サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、６人）までの範囲内とする

こと。 

(３)・(４) 略 (３)・(４) 略 

（基準該当自立訓練（機能訓練）の基準） （基準該当自立訓練（機能訓練）の基準） 

第151条 自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（第206条

に規定する特定基準該当自立訓練（機能訓練）を除く。以下この節におい

て「基準該当自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行う者が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

第151条 自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（第206条

に規定する特定基準該当自立訓練（機能訓練）を除く。以下この節におい

て「基準該当自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行う者が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

(１) 指定通所介護事業者 であって、地域において自立訓練（機能訓練） (１) 指定通所介護事業者等であって、地域において自立訓練（機能訓練）
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が提供されていないこと等により自立訓練（機能訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護を 提供するものであること。 

が提供されていないこと等により自立訓練（機能訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護等を提供するものであること。 

(２) 指定通所介護事業所 の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介

護の 利用者の数と基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(２) 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介

護等の利用者の数と基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(３) 指定通所介護事業所 の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所 

 が提供する指定通所介護の 利用者の数を指定通所介護の 利用者及

び基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定通所介護事業所 として必要とされる数以上

であること。 

(３) 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所

等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当自立訓練（機能訓練）を受ける利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上

であること。 

(４) 略 (４) 略 

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

 第151条の２ 次に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業

者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が地域において自立訓練

（機能訓練）が提供されていないこと等により自立訓練（機能訓練）を受

けることが困難な障害者に対して指定小規模多機能型居宅介護又は指定看

護小規模多機能型居宅介護のうち通いサービスを提供する場合には、当該

通いサービスを基準該当自立訓練（機能訓練）と、当該通いサービスを行

う指定小規模多機能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（機能訓練）

事業所とみなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。 

 (１) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数とこの条の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス、第98条の規定に

より基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第160条の２

の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス

又は指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達

支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条
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において準用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準

該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために

当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障

害児の数の合計数の上限をいう。以下この条において同じ。）を29人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下

とすること。 

 (２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数とこの条の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる

通いサービス、第98条の規定により基準該当生活介護とみなされる通い

サービス若しくは第160条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓

練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準等条例第62条の２

の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支援基準等条

例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる

通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上

限をいう。以下この号において同じ。）を登録定員の２分の１から15人

（登録定員が25人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっ

ては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）までの範囲内とする

こと。 

     登録定員 利用定員  

     26人又は27人 16人  

     28人 17人  

     29人 18人  

 (３) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能

を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 
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 (４) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者

数を通いサービスの利用者数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（機能訓練）とみなされる通いサービス、第98条の規定により基準該

当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第160条の２の規定によ

り基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通

所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみな

される通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準

用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後

等デイサービスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の

数の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例

第83条又は第193条に規定する基準を満たしていること。 

 (５) この条の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通

いサービスを受ける障害者に対して適切なサービスを提供するため、指

定自立訓練（機能訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援

を受けていること。 

（基準該当自立訓練（生活訓練）の基準） （基準該当自立訓練（生活訓練）の基準） 

第160条 自立訓練（生活訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（第206条

に規定する特定基準該当自立訓練（生活訓練）を除く。以下この節におい

て「基準該当自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行う者が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

第160条 自立訓練（生活訓練）に係る基準該当障害福祉サービス（第206条

に規定する特定基準該当自立訓練（生活訓練）を除く。以下この節におい

て「基準該当自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行う者が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。 

(１) 指定通所介護事業者 であって、地域において自立訓練（生活訓練）

が提供されていないこと等により自立訓練（生活訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護を 提供するものであること。 

(１) 指定通所介護事業者等であって、地域において自立訓練（生活訓練）

が提供されていないこと等により自立訓練（生活訓練）を受けることが

困難な障害者に対して指定通所介護等を提供するものであること。 

(２) 指定通所介護事業所 の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介

護の 利用者の数と基準該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(２) 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定通所介

護等の利用者の数と基準該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。 

(３) 指定通所介護事業所 の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所 (３) 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護事業所
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 が提供する指定通所介護の 利用者の数を指定通所介護の 利用者及

び基準該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定通所介護事業所 として必要とされる数以上

であること。 

等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者及

び基準該当自立訓練（生活訓練）を受ける利用者の数の合計数であると

した場合における当該指定通所介護事業所等として必要とされる数以上

であること。 

(４) 略 (４) 略 

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例） 

 第160条の２ 次に掲げる要件を満たした指定小規模多機能型居宅介護事業

者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が地域において自立訓練

（生活訓練）が提供されていないこと等により自立訓練（生活訓練）を受

けることが困難な障害者に対して指定小規模多機能型居宅介護又は指定看

護小規模多機能型居宅介護のうち通いサービスを提供する場合には、当該

通いサービスを基準該当自立訓練（生活訓練）と、当該通いサービスを行

う指定小規模多機能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（生活訓練）

事業所とみなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。 

 (１) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数とこの条の規定により基準

該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス、第98条の規定に

より基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第151条の２

の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス

又は指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達

支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条

において準用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準

該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために

当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障

害児の数の合計数の上限をいう。以下この条において同じ。）を29人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、18人）以下

とすること。 
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 (２) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用定

員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数とこの条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる

通いサービス、第98条の規定により基準該当生活介護とみなされる通い

サービス若しくは第151条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓

練）とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準等条例第62条の２

の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準等条例第82条において準用する指定通所支援基準等条

例第62条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる

通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上

限をいう。以下この号において同じ。）を登録定員の２分の１から15人

（登録定員が25人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっ

ては、登録定員に応じて、次の表に定める利用定員、サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、12人）までの範囲内とする

こと。 

     登録定員 利用定員  

     26人又は27人 16人  

     28人 17人  

     29人 18人  

 (３) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能

を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 

 (４) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービスの利用者

数を通いサービスの利用者数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（生活訓練）とみなされる通いサービス、第98条の規定により基準該

当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第151条の２の規定によ

り基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス又は指定通
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所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当児童発達支援とみな

される通いサービス若しくは指定通所支援基準等条例第82条において準

用する指定通所支援基準等条例第62条の２の規定により基準該当放課後

等デイサービスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の

数の合計数であるとした場合における指定地域密着型サービス基準条例

第83条又は第193条に規定する基準を満たしていること。 

 (５) この条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通

いサービスを受ける障害者に対して適切なサービスを提供するため、指

定自立訓練（生活訓練）事業所その他の関係施設から必要な技術的支援

を受けていること。 

 


